
     

           
 

2024（令和６）年に郡山市は市制施行 100 周年を迎えます!! 

ひらけ 未来へ こおりやま 

JAPAN HERITAGE 

郡⼭市報道資料 
プレスリリースサイト 

SSDDGGss 未未来来都都市市ここおおりりややまま 世世界界かかんんががいい施施設設遺遺産産 https://www.city.koriyama.lg.jp/life/6/36/243/ 
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２０２４年度の国の予算に関連して、こおりやま広域圏の課題を中心に要望活動を行いました。 

 

１ 日  時  ７月２８日（金）１０：３５～１５：１０ 

 

２ 要 望 先  国土交通省、農林水産省、こども家庭庁、文部科学省 

 

３ 実施場所  (１) 国土交通省 （東京都千代田区霞が関２－１－３） 

        (２) 農林水産省 （東京都千代田区霞が関１－２－１） 

 (３) こども家庭庁（東京都千代田区霞が関３－２－５） 

（４）文部科学省 （東京都千代田区霞が関３－２－２） 

 

４ 出 席 者 【国 土 交 通 省】 吉岡 幹夫 技監 

 天河 宏文 都市局長 

  石坂 聡  住宅局長 ほか 

【農 林 水 産 省】 村井 正親 経営局長 

  長井 俊彦 農村振興局長 

【こども家庭庁】 藤原 朋子 成育局長 

  吉住 啓作 支援局長 

【文 部 科 学 省】 藤江 陽子 総合教育政策局長 

水田 功  大臣官房文部科学戦略官 

 

【郡 山 市】 品川 萬里 郡山市長 ほか関係部長 等 

 

５ 要望内容 ・新たな道路計画について【国土交通省】 

 ・農産物等の物流円滑化に向けた農地法の規制緩和について【農林水産省】 

 ・要支援児童等の対応に係る専門人材の活用や育成等について【こども家庭庁】 

 ・公立社会教育施設に係る補助制度の創設について【文部科学省】 

       など全２２件（別紙参照） 

 

６ その他 要望実施写真は提供できますので、下記担当までメール又はお電話ください。 

 担当：政策開発課 河野 電話  024-924-2021 

             メール seisaku-kaihatsu@city.koriyama.lg.jp 

2023 年 7 月 31 日 

郡山市政策開発部 

政策開発課 

課長 石橋 智之 

TEL：924－2028 

２０２４年度国の予算概算要求に関して 

中央省庁へ要望を行いました 

SDGｓ ターゲット 17.17 「効果的な公的、官民、市民社会のパートナーシップを奨励・推進する」 

 

ターゲット 17．17 

（藤江総合教育政策局長と品川市長） 



2023/7/31 郡山市政策開発部政策開発課 

ｈ 

 

■ 要旨 

 

 

■ 要望事項 要望先：４省庁１０局 

要望先 No 要望項目 局名 

国土 

交通省 

1 新たな道路計画について 

道路局 2 市内における国道の整備について 

3 本市事業における道路整備財源の確保について 

4 柔軟な市街地再開発制度の運用について 
住宅局 

5 空きビル等に対する施策の拡充について 

6 
新たな時代に対応した法体系の構築と都市 DX の地方実装

推進について 
都市局 

7 
気候変動対策に対応した法体系の再構築及び流域治水の

推進について 

都市局 

水管理・国土保全局 

8 
阿武隈川水系流域治水プロジェクトの推進と災害情報に

おけるＤＸの推進について 

水管理・国土保全局 9 
社会資本整備総合交付金の対象範囲等について（未普及

地域整備関係） 

10 
防災・安全交付金による支援強化等について（下水道施

設改築整備関係） 

農林 

水産省 

1 
農産物等の物流円滑化に向けた農地法の規制緩和につい

て 
経営局 

2 
中山間地域等直接支払交付金の十分な予算の確保につい

て 農村振興局 

3 農商工連携支援について 

こども 

家庭庁 

1 
要支援児童等の対応に係る専門人材の活用や育成等につ

いて（放課後児童クラブ） 

成育局 2 
放課後児童クラブの低所得世帯等への減免に対する国庫

補助制度の創設について 

3 こども家庭センター配置職員の人件費について 

4 保育人材の確保・定着に向けた処遇改善について 

5 
ひとり親家庭医療費助成に係る国庫負担金・調整交付金

の減額措置について 
支援局 

文部 

科学省 

1 公立社会教育施設に係る補助制度の創設について 
初等中等教育局 

2 デジタル化に対応した司書資格制度の見直し等について 

3 教員の負担軽減に資する制度改正及び財政措置について 
総合教育政策局 

4 学校給食に係る財政措置の拡充等について 

 

２/２ 

・2024年度の国の概算要求に関連し、2024年度以降に本市が重点的に行う施策を中心に、
中央省庁要望活動を実施した。 

2024 年度国の予算概算要求に関する要望活動実施について 


